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An Economic Analysis of Personal Debtor 3: 






In spite of the long, joint maximum efforts of consumer credit companies and their 
supporting organizations such as the Nihon Credit Sangyo Kyokai(Japan Consumer 
Credit Industry Association) and the Nihon Credit Counseling Kyokai(Japan Credit 
Counseling Association) to normalize the consumer credit market, there has been no 
significant decrease in personal bankrupts due to credit-related troubles. Problems can 
be found in the rather ineffective credit laws and the consumer protection policies that 
tend to “overprotect” consumers. In order to solve these problems, I propose to 
introduce and make the most use of IC card and other information technology devices 
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または尊重である。もちろん、判例の乏しい裁判では両極端に振れないこともないわけで
はない。最近のケースでは、中村修二氏の青色発光ダイオード発明の経済的評価の裁判が
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（夏の甲子園）では、神奈川県が 195 チーム出場したが、鳥取県は 27 チームである。し





















多重・不良債務者 → 自己破産者 → クレジット会社の減収 → 法人税低下 → 
国税減少(機会費用の発生) → 国民への行政サービスの低下 
 
(2) ルート：２ 
多重・不良債務者 → 自己破産者 → クレジット会社のデフォルト対策コスト増 
→ 法人税の低下 → 国税減少(機会費用の発生) → 国民への行政サービスの低下 
(3) ルート：３ 
多重・不良債務者 → 自己破産者 → デフォルト・リスク回避ため、クレジット会






多重・不良債務者 → 自己破産者 → デフォルト・リスク回避ため貸出減少 → 中
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表Ⅲ－１：キャッシュ・カードとクレジット（カード）のトラブル比較 














































































































































Ⅴ．むすびにかえて ――― 真のカウンセリングとは 
 



























(1) 最高裁のデータをもとにした報道によれば、平成 15年度の自己破産申し立ては 242,377件となって
いる。（http://www4.ocn.ne.jp/~ics/yahoonews2.htm） 
(2) 自己破産の定量分析については以下の文献が詳しい。坂野友昭・樋口大輔「消費者金融顧客の自己破










府・日銀は 28日、回収不能となった 1111億円の 5%程度にあたる 56億円以上を政府が日銀に補填
（ほてん）する方向で調整に入った。日銀の 05年 3月期決算で、法定準備金などの内部留保を上積
みし、日銀が国に納める国庫納付金を減らす形で補填する。損失処理に伴う国民の負担額は変わらな
































年 1月 26日） 
(10) 「割賦販売法」では、昭和 59年改正にあたり、割賦購入の斡旋を利用した購入者は一定の要件のも
とに信販会社に対して、販売店との販売契約上の事由もって割賦金の支払を拒絶できることとした
（同法 30 条の 4、30 条の 5。）さらに平成 11 年改正ではローン提携販売においても、同様の取扱
いをすることとした。（同法 29条の 4第項、第 3項）  
(11) http://www2.asahi.com/koshien2004/index.html 
(12) 2005年 01月 23日（日）偽 1万円札、対策などで経済的損失 1兆円超にも：第一生命経済研究所は、
偽 1 万円札などが急増していることで、日本企業の業績が最大 1 兆円超落ち込む可能性があるとの
試算結果をまとめた。偽造紙幣がはんらんすれば、小売業や飲食店などが偽造紙幣を識別するための
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http://news.goo.ne.jp/news/yomiuri/keizai/20050123/20050123i112-yol.html 






















































や ATMが多い方が、業界標準を握りそうだ。郵貯は全国に約 2万 6000台、みずほは約 65000台、
さらに三井住友も約 7000台の ATMを持ち、みずほ・郵貯・三井住友が連合すれば圧倒的な全国 ATM
網となる。さらに、他の大手行や地方銀行にも「指」による認証方式の採用を働きかけ、事実上の業
界標準とすることを目指す。一方、東京三菱銀は昨年 10月から、手のひら認証のキャッシュカード
発行を開始した。カードの盗難・偽造による預金の被害補償額を最高 1 億円に設定し、年会費 1 万
500円とした。4月 1日からはこれとは別に、補償額を最高 500万円に下げる代わりに、会費無料の
カードも発行する。生体認証カードは、「指」と「手のひら」の２陣営に分かれ、会費など顧客サー
ビス面も含めた競争が激化しそうだ。」（『読売新聞』 2005年 1月 29日） 









盟行を対象に 1 月末に実施。具体策を『公表できない』とした３行を除く 124 行が回答した。この
うち IC化を『検討中』と答えながら、実施時期が決まっていないとした銀行は 109行。ATMの変
－147－ 




挙げた。すでに ICカードを発行している大手銀行 2行のうち、UFJは 1枚 2100円の手数料を、東
京三菱はクレジット機能付きのカードとして年 1 万 500 円の会費を求めていたため、被害が急増し
た昨年後半までは、従来のカードと交換する預金者は一部にとどまっていた。アンケートで今秋まで







（『読売新聞』：2005年 2月 2日） 
(19) http://www.jcca-f.or.jp/index_13.html 
 
 
＊本稿「個人債務者の経済分析：1-3」は 2001年度の消費者金融サービス研究振興協会から「わ
が国消費者リスク感と金融行動：個人 ALM の構築に向けて」で研究助成を受けております。
記して感謝いたします。 
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